
定 例 会 議
警 察 署 協 議 会 委 員 の 委 嘱 に つ い て

令和３年４月７日

資 料 総 務 課

１ 警察署協議会

(1) 委嘱

警察署協議会の委員は、都道府県公安委員会が委嘱する。

(2) 任務

警察署の管轄区域内における警察の事務処理に関し、警察署長の諮問に応ずる

とともに、警察署長に対して意見を述べる。

(3) 任期等

任期は２年。２回に限り再任することができる。

２ 委員の構成（令和３年４月１日現在）

定員94人

・ １期目：40人、２期目：37人、３期目：17人

・ 男性：52人、女性：42人

・ 平均年齢：60.6歳

３ 次期協議会委員の選任

(1) 定数

・ 高知、高知南、高知東、南国、土佐、中村・・・10人

・ 安芸、須崎・・・・・・・・・・・・・・・・・７人

・ 室戸、佐川、窪川、宿毛・・・・・・・・・・・５人

計94人

(2) 任期

令和３年６月１日から令和５年５月31日まで

４ 参考（全国の状況：令和２年４月１日現在）

・ 定数の平均：９人

・ 平均年齢：59.3歳

・ 女性委員の割合：43.3％（平成13年 25.6％）

【資料１】



定 例 会 議 令和３年４月７日

資 料
令和２年度定期監査の実施結果について

会 計 課

１ 実施期間等

令和２年６月から同年12月までの間、全所属を対象に実施

２ 重点項目

(1) 適正な会計経理の推進について

(2) 所属における「自立」に向けた取組状況等について

(3) 捜査費執行に係る指導教養状況等について

(4) 遺失拾得業務に係る指導教養状況等について

３ 実施結果

(1) 適正な会計経理の推進について

是正や改善を要する事項は該当なし。注意事項としては次のとおり。

ア 契約関係

業務委託契約において、積算書等の一部不整合等

イ 歳出関係

請求書への収受印漏れ等

ウ 勤務状況整理簿・時間外勤務等命令及び実績簿関係

特殊勤務手当の支給単価、時間数や時間帯等の記載誤り等

(2) 所属における「自立」に向けた取組状況等について

ア 課員に対し会計業務全般にわたり、日常業務を通じ指導・教養を行うなど、

部下職員の業務に対する不安払拭への取組が見られた。

イ 各所属とも概ね適正に処理されていると認められるものの、単純なミスが見

られる所属もあることから、チェック機能の強化の必要性が認められた。

(3) 捜査費執行に係る指導教養状況等について

各所属とも、捜査費執行に関する基本的手続きは理解しており、不適正事案未

然防止に関する教養も積極的に行われていた。

(4) 遺失拾得業務に係る指導教養状況等について

各署とも、個人の権利等に関する指導や研修会等の機会を捉えた教養が行われ

ているが、形式的な指導に留まらず、実務を通じた指導の必要性が認められる。

【資料２】



定 例 会 議 令和３年４月７日

資 料
令和３年度定期監査の実施計画について

会 計 課

１ 基本方針

不適切な事務の改善を目的とし、適正な事務の執行確保に向けた監査の実施

２ 重点項目

(1) 適正な会計経理の推進について

(2) 所属における「自立」に向けた取組状況等について

(3) 捜査費執行に係る指導教養状況等について

(4) 遺失拾得業務に係る指導教養状況等について

３ 実施時期等（予定）

実施月 対象所属 実施内容

５月 安芸署、佐川署 ○ 契約関係
○ 歳入・歳出関係

６月 高知南署、高知東署 ○ 遺失・拾得関係
○ 服務・給与関係

７月 県本部所属、室戸署 ○ 旅費関係
○ 捜査費関係

８月 南国署 ○ 職員からの聞き取り
○ その他証拠書類の確認等

９月 高知署、土佐署

10月 中村署、宿毛署

11月 須崎署、窪川署

４ 監査体制

(1) 実施者

ア 高知署

本部長

イ 高知南署、高知東署、南国署及び中村署

警務部長又は総務参事官

ウ その他の所属

警務部参事官兼会計課長

(2) 監査員

ア 県本部会計課員のほか、近隣署の会計庶務課長又は係長等

イ 捜査費等指導担当官

【資料３】
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